
米国政権による国際刑事裁判所（ＩＣＣ）制裁に抗議し、制裁の即時撤回 

及びＩＣＣの独立性を守ることを求める意見書 

 

国際刑事裁判所（以下「ＩＣＣ」という。）は、集団殺害犯罪、人道に対する罪、戦争犯罪など

最も重大な国際犯罪を対象に、国の元首や高官を含む個人を裁く史上初の常設の国際機関として２

００２年に設立されました。この重要な機関の働きによって世界に国際法の支配をもたらし、残虐

行為を処罰し再発防止の役割を果たしてきました。 

しかし、米国政権は、昨年から相次いでＩＣＣ関係者への制裁を科し、８月には赤根智子所長を

制裁対象としました。ＩＣＣの独立性を深刻に脅かし活動そのものを著しく阻害するこのような行

為は、国際社会全体が長年にわたり築いてきた正義と法の支配を弱体化させるものです。 

さらに、ＩＣＣ職員等に対する制裁は国際司法への不当な介入です。 

もし、ＩＣＣが機能を停止すれば、どんな深刻な人道犯罪が犯されても誰も責任を問われない社

会が到来する可能性があります。 

日本政府はＩＣＣ加盟国であり、一貫してＩＣＣを支持してきました。国際法と人権を守るため

に、米国政権の不当なふるまいに毅然たる姿勢を示すべきです。 

よって、本市議会は政府に対し、国際秩序の維持のため下記の事項を速やかに実行することを強

く求めます。 

 

記 

 

１．米国政権による制裁措置に強く抗議し、即時撤回を求めること。 

 

２．ＩＣＣの独立性を守るための実質的な行動を取ること。 

 

以上、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９９条の規定により意見書を提出します。 

  令和８年９月２９日 

摂  津  市  議  会 

 

 


